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論文内 容の要 t:::::. 
日

本論文は、地方交付税における基準民主教需要額の算定分析をつうじて、地方交付税の慰源保障機

能を換討し、その課題を考察するものである。

毘ヌドの地方交付税制度をはじめ、財敦調整制度は地方政府の公共サーピスについて標準的な水準

を確保するための財源楳障を行うとともに、国内の諾地域開で、経済力、自然条件及び社会的条件が

異なることに対応した異才教力格差是正を行うことを目的とした制度である。公共サーピスの提供に

あたっては、現金給付は中央政府が担うとしても、住民に身近な福祉等の対入社会サ-1::"スなど現

物やサーピス給付は地方政措による給付が適している。しかし、対入社会サーピスのような生存に

不可欠の公共サーピスを、居所如何にかかわらず、標準的な水準を確保し提供するのに、財政力に

差のある地方政府だけで行うことは不可能で、あり、こうした矛盾を解消するのが財政調整制度の役

割となる。現在、少子高齢化、経務のグローパノレイ七が進むとともに、対入社会サーピスへのニーズ

は増大し多模化している。また、地方分権推進の下、地方政府の供給主体としての役割も増大して

いる。このような状証にあって、財政調整制度の役割は近年益々重要になるとともに、そのあり方

についても摺われているといってよい。

財政調整制度は、先進各直にほぼ共通の制度としてあるが、政府問機能配分とくに地方政府の役

割に志じた重要な財源配分手段として発展してきているため、財政需要・課税力の算定方法や財源

保障の仕方をはじめとして、その中身は多様である。 B本の地方交付税制度は、財政需要と課税能

力にもとづく記分方式、すなわち基準財政需要額から基準財政収入額を差し引いた額が交付される

方式であ号、財源保霞と財政力格差是正の同時達成をめざす制度である。歴史的にも、戦前の歳入

諦整を基本とする務芽期から、戦後は能力と必要の差を埋めるという考え方にもとづき、地方公共

団体関の財源均櫛イちをはかる財政調整機能と一定の行政サーピスの水準を保障する財源保樟機能を

構えた制度として確立されている。
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地方交付税法においては、財源保障機能について、総額の保障、すなわち地方財政全体に対する

マクロの財源保障と、総額が各地方団体に配分される上で、各団体の標準的な行政水準の保障を行

うミクロの財源保障の規定がある。総額に関しての保障の視点も重要であるが、個別団体にとって

は自らの団体に対する保障が十分なものであったかどうかが決定的に重要となる。本論文における

基準財政需要額の算定分析をつうじた財源保障機能の検討は、地方交付税法にある地方行政の「合

理的、且つ、妥当な水準」というミクロレベノレでの財源保障を定量的に明らかにすることをねらい

とするものである。日本のように地方公共団体がナショナノレ ・ミニマムの多くを担っている財政制

度においては、その水準の確保は国の責任で、あり、国が標準的な行政水準を示す財政需要をどのよ

うに見積もり、個々の地方公共団体に対してどのように財ー源保障を行っているのか、算定の検証を

とおしてみていく意義は大きいと考えられる。

しかしながら、これまで、の基準財政需要額の算定分析を行なった先行研究は、分析の対象が行政

経費全般、もしくは投資的経費に偏重していること、また、方法論において、補正係数についての

算定分析が十分でない点で、ミクロの財源保障を検討していく上で十分とはいえない。本論文にお

いては、対入社会サーピスを主な対象に、方法論としては補正係数を中心とした算定分析という新

たな視点を盛り込んで、財源保障機能の検討を行なった。

本論文の構成は、研究課題と分析視角(序章)、高齢者保健福祉費と財源保障(第 l章)、生活保

護費と財源保障(第 2章)、公立病院と地方交付税~高知県 2町を事例として'""(第 3章)、新型交

付税 ・頑張る地方応援プログラムと財源保障(第4章)、地方交付税の財源保障についての課題と示

唆(終章)である。

序章では、本論文の研究課題と分析視角の意義を述べた。第 l章は、対入社会サービスのうち、

高齢者保健福祉費をとりあげ、神奈川県と徳島県下の市町村-を対象に、介護保険導入前後の補正係

数を中心とした算定分析を行い、さらにその算定と実態である一般財源との対比をつうじて、交付

税の財源保障の現状を明らかにした。第2章は、対入社会サービスのうちでも生活保護費をとりあ

げ、主に大阪市を対象に補正係数にまで入り込んだ算定分析と実態である一般財源との対比を行い、

かっ算定と実態のヨjE離に対しての大阪市の意見をみている。これらにより、扶助費という現金給付

および大都市の財政需要という性格をもっ経費に対ーする交付税の財源保障について検討を行い、課

題を指摘している。第3章は、同じく対入社会サービスのうちでも、これまでほとんど取り上げら

れることのなかった公立病院、すなわち医療を対象として、それに係る地方交付税措置を、地方交

付税の財源保障の観点から検討したものである。高知県 2町を事例とすることにより、ミクロレベ

ノレでの交付税を通じた財源保障と、算定と実態である一般財源との帯離から、地方交付税の財源保

障についての考察を行っている。

第4章は、第 1"-'3章とは異なり、基準財政需要額の新しい算定方法を検討したものである。新し

い算定方法については、一連の先行研究もあるが、本論文では大阪府と高知県の市町村を対象とし

た実際の算定結果を本研究独自の分析手法をつうじて検証し、その意味づ、けを行っている。この第

4章は、本論文の中で、地方分権推進の中で重要性を増していくことが予想される、対入社会サー

ビスを対象とした検証(第 1"-' 3章)に加え、地方分権の下での財源保障のあり方という観点におい

て、その算定のあり方を考察するという位置づけをおいている。終章においては、以上の検証にも

とづいて地方交付税の財源保障に関して得られた課題と示唆について考察を行なった。
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した金融の拡大を、それを提供する金融機関の視点から分析する。その出発点は、消費者に対して

信用を供与する消費者信用とした。米国において消費者信用が形成されたのは20世紀初頭である。

消費者信用が金融業として展開し、現代の金融機関経営における重要な業務部門として位置付けら

れるまでに拡大してきた。本論文の構成は、以下に示すとおりである。

序章では、米国における消費者信用市場の拡大と消費者信用の役割について考察している。先行

研究を示しながら、消費者を対象にした金融業の広がりと本論文の課題を述べる。

第 1章は、 20世紀初頭の米国においてなぜ消費者信用が発生したのか、消費者信用を形成する要

因と背景について考察している。消費者信用発生の契機は、大量生産・大量消費の動きが本格化し、

自動車などの耐久消費財を中心に割賦信用が利用されるようになったことである。当初、割賦信用

を手掛けた金融機関は、ファイナンス ・カンパニーであった。

第 2章は、 1930年代以降における商業銀行による消費者信用への進出について捉えている。商

業銀行はなぜ、どのようにして消費者信用業務へ参入していったのかを考察している。ただし、商

業銀行が消費者信用に進出していくだけでは、消費者信用が金融業として自立したとは言えない段

階にあった。

第 3章は、戦後米国における消費者信用の質的な変化をもたらしたクレジットカードに着目して

いる。具体的には、クレジットカードがどういう要請から出現し、どのような基盤に支えられて普

及していったのかを分析している。クレジットカードは、それまでの消費者信用の地理的な限界を

打ち破り、利用可能な商品をカード利用加盟庖の範囲で無限に広げ、最終的には貸付利子を得るこ

とに成功した。消費者信用は、生産金融を背後から支える役割から消費金融を支える役割へと転換

し、一つの金融業として自立することになった。

第4章は、消費者信用が消費者向け銀行業へ展開していく過程を追跡している。その際の重要な

要素は、クレジットカードを通じた貸付の拡大である。 1970年代には家計の行動が大きく変化して

いった。一部の商業銀行は、消費者向けの貸付と預金を一体として考え、消費者という一つの顧客

対象を捉えた業務分野で収益を上げるようになった。この段階で、商業銀行の業務分野としての消

費者向け銀行業が成立するに至ったのである。

第 5章は、消費者向け銀行業がさらに発展し、現代の金融業におけるリテール業務として展開し

ていく動きを解明している。消費者を対象とした金融の分野は、中小・零細企業の一部も包含する

形でリテール業務として金融機関の重要な業務部門の一つに組み込まれていった。リテール業務部

門を形成するに至った米国金融機関の動向を、データをもとに詳細に分析し、現代における金融機

関経営の実態を示す。

終章では、全体のまとめとして本論文の意義について総括していも。米国消費者信用の拡大過程

において、その最大の担い手となったのは商業銀行であった。本論文では、米国商業銀行を中心と

して消費者信用の発展過程を歴史的に追跡することにより、以下の諸点を明らかにした。第一は、

銀行経営における消費者を対象とした業務の重要性である。商業銀行の多くは、自らの業務を多様

化していくと同時に安定的な収入源を求め、消費者を対象とした銀行業に経営資源を投入していっ

た。第二は、商業銀行が収益を上げる基盤である。消費者を対象とした銀行業は、小口取引が中心

であることから手間とコストが多くかかる業務である。商業銀行は、その業務を IT(情報技術)を

活用しながら集中して行うことにより収益を上げるようになった。第三は、消費者を対象とした銀

行業における信用情報の重要性である。消費者を対象とした銀行業の必要不可欠なインフラとして

消費者信用情報機関の発展があったのである。

米国において消費者は、商業銀行からみて預金を通じた安定的な資金調達源だけではなく、主要

な貸付対象にもなっていった。米国商業銀行は、現代においてその業務内容も業務手法も大きく変

化している。本論文は、消費者信用の拡大過程を基軸として、米国で主な消費者信用の担い手とな
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been imp1emented to set up a market oriented economy. The banlang system has a1so been tr姐 sformedfrom a mono-
banking syst巴:minto a tw04Ier system. 
Currently，也巴 economicgrow也 remainsrobust and Is largelyむかenby FDI， wbich is unsustainab1e and 
vulnerable to也巴 ext巴:malshock. The banking sector does not perf6rm its intermediary role well and the government 
bond market is dorman1. Also，也巴 government's巴xtemaldebt stock. is very bigh and fur仕lerborrowings would be 
extr巴:melydi伍cultand put country at risk of insolvency. The economy needs private sector to sustain long-term 
economic growth mom阻tum.A viable securities market will provide altemativ巴白ndingchann巴1for large enterprises 
having faced with incr巴asingdi団cultyin getting loans企omlocal banks to finance their large-scale investment 
projects， as也 ebanks have limit巴d五nancialresources. Also， a viabl巴securiti巴smarket would facilitate the needed 
Stat巴OwnedEnt巴rpris巴(SOE)r巴formand∞courag巴developmentin the governrnent bond market as well as non-
bank s巴ctor.Ov巴rthe last五vey巴ars，也巴 govemmenthas出edto creat巴aviable s巴curitiesmarket in Laos. As吐1巴
economy is relative1y small and也巴 10calbanking sector do巴8not五mctionwell y'巴t，五且ding阻 appropriate
development s仕ategywould b巴巴ssentia1for the sound dev巴lopmentofthe Lao Securities Exchange (LSE)， wbich is 
th巴mainobjectiv巴of也isr巴searchstudy. Tbis research is organized into s巴venchapters. 
Chapter 1: Introduction in甘oduc巴sth巴res巴arch'sbackground and rational巴，problem stat巴ment，obj巴ctives，scope 
and methodology. 
Chapter 2: Lαo Economic Transition巴X紅叫neseconomic developm巴ntsituation after泊itiati且g也ereforrns in 
1986 with particular focus on macro-economy， intemationa1 economic relations， govemment's :fi.scal performance， 
阻 dSOEs叩 dprivat巴 enterplisesdevelopm巴n1.It also looks at key issu岱 occurredduring the adoption of the 
C阻むa11y-plannedeconomic system after establisbing new regime in 1975. The finding shows也at也etransition was 
successful. Tbis is at紅白utabl巴tothe fact that although Laos adopted the pl佃 ned巴conomicsyst巴mduring 1975-1985， 
implementation of the syst巴mwas relatively short and its id巴ology叩 dSy8t巴:mwere not abl巴tocompl巴telyp巴netrat巴
the 80ciety yet. Al80， intemational environrnent was favorable for the reforms. After initiating the reforms， Laos 
received a timely assist阻 ce企ombo也 int町田tiona1dev巴lopmentagenci白血dwestem countri巴s.Deterrnination of 
也egovernrn巴
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fin姐 cia1reports. Thus， the curr巴nt1巴gal阻 dregulato可 frameworkshould be viewed as a trむlSitiona1紅rangementin 
need of comprehensiv巴I巴viewand substantia1 s仕engtheningov巴:rtim巴.
Chapter 7: Conclusion and加iplication.To ensure successful operation of th巴 LSEin the initial stage of 
development， based on experienc巴ofThai1and臼 dVi巴也am，mcr巴asingsupply of qua1iザsecuritiesand demands for 
也巴securitiesin也 em紅ketappe訂 tobe critica1. To increase qualiち，supp1y of securit~es ， th巴S巴countriesimpl巴mented
following key m巴asures:improvement of operational 巴伍ciencyof也eexchang巴sto reduc巴costs associated wi也
listing， introduction of a1tematives包nancialinstruments， p巴rmissionofprivate p1acement to enable companies raising 
capita1 rapidly阻 dat minimal∞st， and叫山taizationof SOEs. To cr回tedemand for securities， these countri巴S
encouraged establishment of more inv巴S也巴ntfunds， perrni伐edforeign inves回巴nt，raised awaren巴ssof the genera1 
public on investrnent opportuniti巴savailable in也巴 securiti巴smarket， and raised con五denceofth巴investorsin the 
10cal securities ma工ket.
The SECO r巴lieson foreign resources and assistance to create a viabl巴s巴curiti巴sm訂ketdu巴tolack of qua1ified 
human resources and knowhow. Coop巴rationwi也 countrieshaving matur巴securitiesmarkets in the form of joint 
venture companies where local pむ也巴rsobtain m句ori匂rsh紅esapp白rsto be也巴 bests仕ategyto speed up market 
development叩 dt巴chno10gytransfer. Jn pursuing也iss仕ategy，也巴 LSEhas been formed as joint ven加工巴 comp姐 y
b巴tw巴阻也巴 BOLand the Korea Exchange. A1l of th巴thr巴巴 securities自立国紅巳 formedas a joint venture b巴:tween
10ca1 commercia1 banks and foreign securities fums. Re1ying 1arge1y on foreign play'巴，rsin deve10ping a 10cal 
securities market is a specia1 characteristic of Laos， wbich app回rsto be different企om0也ercountries such as 
Thai1and， Vi巴むlam，and China， where dom巴sticfirms ar巴thekey players in也巴 8ecuriti巴smarkets. At present，也巴re
are about 20 companies having potential to list in也巴LSEduring吐1巴nextfew years. Jnterestingly， half of them are 
joint venture compani巴8betw巴engovernment agencies and foreign inv巴8tors.Tbis is diffl巴rent企omThailand， Vietnam， 
and China， where majority of listed compani巴8ar巴ownedby也egovemment agencies and local private investor8. It 
imp1ies也atdevelopm四tofthe Lao Securities M紅k巴twon't b巴rea1izedwithout participation offoreign cap出ls姐 d
knowhow through key market p1ayers such as investor 

ラオスでは 1975年に 20余年にわたる内戦が終結し、計画経済を採用した。その後、 1986年には

「ピアン ・ピエン・マイ CTransformation)J政策を導入し、市場経済への移行を目指した。本論文

は、後発開発途上国であり人口 600万の小国ラオスが、 2011年に予定している証券市場創設の目的

と、その創設のラオス的特徴を解明した研究である。

前者については、市場経済への順調な移行にもかかわらず、銀行市場の資金調達および配分能力

が限定的であり、銀行が金融仲介機能を十分には果たしていない現状を、証券市場の創設によって

解決することが目的であることを明らかにしている。また、非公式経済 Cpm:allelmarket) の資金を

証券市場に呼び込むことも、証券市場創設の目的であると指摘している。後者、証券市場創設の特

徴については、外国人投資家の役割が高く期待され、証券取引所および証券会社が外国資本との合

弁会社であること、予想される上場会社の半分が同じく合弁会社であることに注目する。このよう

に、ラオス証券市場の創設は外国の資本やノウハウがなければ実現されないで、あろうことから、金

融のグローバル化がラオス証券市場の創設と発展を可能としている、というラオス特有の状況を解

明している。

このように、本論文はラオスにおける証券市場創設の理由と特徴を説得的に提示し、ラオス経済

の現局面を的確に摘出している。さらに、統計資料が未整備で文献研究が少ないラオス経済を対象

とし、 「ピアン ・ピエン ・マイ」政策後の経済構造変化と金融市場の現状を包括的に解明している

点で、ラオス経済研究に大いに資するものとなっている。

以上の乙とから、本論文調査会は、ボーンマニト氏より提出された論文 rAN INQillRY INTO THE 
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を述べる.排他性を満たさないことで3 データの重複が生じる問題とクラスにはそのクラスのラベ

ノレと無関係なラベルを含むラベノレ集合が付ーされたデータが分類される問題が生じる.これらは，デ

ータが複数の子クラスに分類された際，そのうちの 1つを選び¥親クラスのデータとして代表させ

ることで対応できる.第5章は3 第4章で対応できてないラベノレ集合による問合せについて述べ3

その解決手法を示す.ラベル集合が問合せに用いるラベノレ集合の範囲内であるデータのみを求める

際，データが問合せのラベル集合に関係しないクラスに分類されていないかを調べなければならな

いが 3 そうした演算を行わないでデータを取り出す手法を示す.第6章は，ラベル集合の)1慎序を導

入することで，ラベル集合が記述するデータを精般に議論する.ラベル集合は3 ラベノレ集合のいず

れかのラベルを持つのかすべてのラベルを持つのか，ラベル集合の範囲内かどうかの組合せで4種

類のデータを記述する.また3 データを分析に利用する際には3 異なるラベノレ集合は異なるデータ

を記述し(妥当性)，ラベル集合のデータはそれより上位のラベノレ集合によっても記述されなければ

ならず(健全性)，これらの性質についても議論する.第7章は，ラベル集合のデータを分析に用い

る際にどのような分析対象の考え方があるかを明らかにし，それらが第6章の順序で記述されるデ

ータと一致することを示す.また，ラベノレの追加によってどのようなデータが記述されるのかを整

理することで，ラベノレの追加によるデータの分析手法を提案する.第8章は3 クラスとそのデータ

の関連性の強さをランクとして与えることで，より高度なデータの指定を可能にする.第9章は3

本論文のまとめである.

近年の情報通信技術の進歩により、大量のデータを収集し蓄積するととが可能となった。

利用できるデータは多様で、詳細なデータ分析を行うためにはデータの多様性をどのよう

に扱うかが問題となる。本論文はデータを階層的に分類し分析することを対象として、デ

ータの多様性によって生じる問題を検討し、解決手法を提案したものである。

データの多様性は、レベルが異なる粒度の問題と複数のカテゴリに属する多重性の問題

の2種類の不均一性を生む。本論文はデータが属する階層のカテゴリのラベルをデータに

付すことで階層的な分類を表現してデータの不均一性を議論しており、その学術的貢献は、

粒度の違いを階層構造で表現するためのデータの構成法と問合せの処理法の提案、複数の

ラベルが付されたデータに対する問合せ処理を高速化するための手法の提案、経済分析で

の不均一データの扱いに関する精轍な議論とラベル集合の違いによる記述データの差を用

いたデータ分析手法の提案、データがカテゴリに属する強度を表現するためのデータの構

成法と分析におけるデータの利用法の提案、からなる。

データの多様性に関する研究はウェブマイニングなどの分野でも見られるが、それらは

主に情報検索を対象とするにとどまっており、データ分析までは踏み込んでいない。本論

文は、データ分析における不均一データの扱いについて理論的基盤を与えており、その成

果は十分な評価に値する。データ分析手法の提案では実データを用いた実証までには至っ

ていないが、そのことで本論文の意義が損なわれるわけでは決してない。

以上の理由から、本論文調査会は、葛西正裕氏より提出された論文 iStudieson Data 

Models for Data Analysis with Hi巴rarchicalClassificationJを博士(経済学)の学位

を授与するに値するものと認める。
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ント)の方法論を探求する。

これにより、今まで捉える事が難しかった、組織の商品 ・サービス開発能力を、意味づ

くり能力という視点で体系化し、新たな分析視角を提供する事が本研究の意義である。

まず、本稿では、組織の意味づくりを分析的に把握するために、先行研究(加護野、坂

下、藤本他)から、組織が組織の成員の意味づくりに、どの様に関与するかという視点で

意味づくりプロセスの整理を行った。

更に、秀逸な商品 ・サービス開発に貢献する、言葉のあり方(機能面、表現面)に関し、

過去の考察を整理し、組織の成員の意味の解釈、表現、客体化プロセスに影響する特定の

組織内の言葉を「ことば資源」と定義した。

ことば資源は、独自の商品 ・サービス開発における、

-意味の解釈プロセスにおいて、新しい意味の解釈視点を与える

-意味の表現プロセスにおいて、商品 ・サービス作りの方向性を規定する

・意味の客体化プロセスにおいて、組織の成員の協働行為を促進する

機能を持ち、差別化の為の独自性を持つ、組織の意味づくりを活性化させる言葉である。

その資源操作への分析視角提供のため、ことば資源と開発プロセスでの意味づくりの関

係、組織の意味作り能力 ・外部環境適応との関係を加味し、動態 ・静態の分析フレームを

導き、組織の意味づくり能力の具体的把握方法を提示した。

次に、乙の分析視角と方法論を持ち、 個別企業に対する調査 ・分析活動を行い、個々企

業の日々の能力構築への取り組みや、ダイナミックな環境超越行動を明らかにした。

例えば、三和酒類では、競争環境対応の為、ことば資源を操作し、意味づくり能力再構

築を行っている様が明らかになった。

ジャパネットたかたでは、日々繰り返される番組制作プロセスとリンクした、ことば資

源が、組織能力を研ぎ澄ましている事を分析的に把握できた。

これらの検証を通じ、ことば資源という分析視角が、意味づくりの組織能力の可視化の

可能性を広げ、今まで捉えにくかった、開発組織の意味づくり能力体系的管理への貢献に

繋がる事を提示した。

以上

本論文は、独創性が高い企業にみられる社内での特有のことば使いが経営を導いていることに注目し、そこ

で駆使されていることばを経営の資源と捉え、そのマネジメントを実証的な分析を通じて考察しようとするも

のである。全6章は、問題意識、組織の資源としてのことば、ことば資源の定義、社会構成主義とことばを介

した意味形成、実証分析と討論からなる。

ことばを経営の資源とみる視点は新しく、経営学分野では先行研究が少ないことから、論文では組織内で創

発的に生まれ、共有され、経営行動の指針として機能することばを、企業の実態に即して分析し、そのマネジ

メントのロジックを解き明かすことによって捉えようとしている。まず社会構成主義的な意味形成論に依拠し

て、組織を生産や販売を行う資源転換システムであるよりは、循環的意味の解釈・創造システムと捉えなおし

ている。その上で、組織で使用されるモノの見方を規定する言葉、事業コンセプトを表現する言葉や、組織の

方向感を作る言葉、固定概念を打破する言葉、商品やサービスの作り方を導く言葉等に注目して、ことば資源
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着目している。主体の動きや行為に注目しそのプロセスを明らかにする作業を通じて、地域境界が

ダイナミックに変化するという点を主張する。このことにより、新たなRIS観を提起することをね

らいとする。地域的なバウンダリーを固定的ないし所与とする認識前提を乗り越えようとする見方

である。

本研究では、静態・動態という 2つの分析視点に基づいて、実際に分析・考察を行う o 静態的な

アプローチでは、 RISの概念検討、定量分析モデルの構築と実証分析を行う。動態アプローチにつ

いては、まず行為主体である企業のイノベーション決定要因に関する分析を行った後、企業のイノ

ベーション ・プロセスに関して地域中小企業を対象として 2つの事例により考察する。

章構成とその対応関係は、以下のとおりである。

論文は 9章から構成する。まず第 1章として問題提起が示される。続いて第 2章では先行研究を

行う。既存研究の議論を参考にしながら本章で設定する問題を解ぐための視座を定める。第 3章

では、 2つのアブローチや研究の枠組み・デザインやデータについて説明する。

第4章と第 5章は、静態的なアプローチによる理論構築と実証分析である。日本における RISの

パフォーマンスを評価・測定するために必要な概念モデルの構築と都道府県を分析対象とした政策

分析である。第 4章ではシステム概念の検討やマイケル・ポーターらの既存研究におけるフレーム・

ワークの検証を通じてRISの概念モデルを構築する。モデルの構築は、組織論の学説展開における

研究成果である能力概念を参照にしつつ 3階層の概念的フレーム・ワークを提起する。第 5章では、

このモデルに対応した変数データを用いた定量分析を行っている。民間資源が大きな要因となって

いることが示唆されるが、相互作用の点では、制度的側面、オープン特性のそれぞれがパフォーマ

ンスへどのように結び付くかなどが示される。

続く第 6章から第 8章にかけては、第 4章・第 5章で行った静態的なアプローチに対して RIS

研究の動態的な見方について検証と議論を展開している。第 6章ではその予備的分析として、企業

を分析対象としたアプローチである。地域企業のサンプルデータを用いて組織論やイノベーション

研究の提出されてきた諸概念をもとにイノベーションの成果と関連付けた分析が行われ、企業のイ

ノベーション・プロセスにおける知識フローの要因が説明される。

第 7章と第 8章はフィールドワークによる企業(九州地域の中小製造)の 2事例を取り上げて分析

を行う。第 6章でみるクロス・セクショナルな分析を踏まえて、企業の新製品開発の取り組みなど

から主体のイノベーション(ビジネス)・プロセスを時間展開において位置づけている。第 7章では、

熊本県八代市の棲井精技株式会社を取り上げている。半導体産業の勃興と同社成長という産業と組

織の共進化の過程を地域的な文脈の中で考察する。顧客や大学、公的研究機関とのインタラクショ

ンを知識フローや学習の視点から記述する。次いで第 8章は、福岡県古賀市に本社を置く株式会社

西部技研の事例である。大学発ベンチャーとしての創業にはじまった開発型の企業が、いかにして

グローパルな市場適応を果たしていったか、同社の省エネ製品開発を分析対象としてそのイノベー

ション・プロセスを記述する。

第 9章で本研究を結ぶ。乙こまでの議論をまとめた上で、その意味するところを論じている。本

研究が提出する RIS概念とは、イノベーションの中心的な担い手である企業と他のアクターとの相

互作用が形成する地域的なネットワークを、システムとして捉えたときに与えられる全体像である。

このシステムの境界は、アクタ一間の相互作用を通じてダイナミックに変化する特性を有しており、

その意味でRISは、構成要素である行為主体の作動によって自己言及的に生成される意味論的空間

として捉えることができる。

本研究から得られる理論的、実践的インプリケーションは、それぞれ次の通りである。
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機づけの文脈として、学生の自己概念の変容 ・再構築が SAという場の特徴とどの

ように関連して成立するのかを具体的に検討する。なお、参与観察に加えて、 SAの

活動前後にアンケートを実施し、職業観のどのような側面が醸成されたのかを考察

する。

とのようにして、 SA活動の構造に迫ったととによって明らかになった本稿の独自

の成果は、次のとおりである。

まず、学生組織の場合は、組織が発展する段階の繋ぎ目において、談笑や配慮的

リーダ一、支えあい ・認め合い精神、自問自答、誇りといったメンタル的な側面と、

目標設計や対話、技術・ノウハウ(仕事のやり方や進め方)の蓄積作業、仕事の客

観視・外部からの評価、といったテクニカルな側面の双方が、学習習慣に効いてい

たことが明らかになり、研究成果のひとつとして、学生独自のキャリア ・トランジ

ション・サイクルを描き出すことができた。

そして、 SAは、学生組織ならではの特徴として、新しい役割に挑戦する度に不安

という言葉を口にした。しかし、不安を抱えながらも個々人が自らの態度を変容さ

せながら挑戦する仲間の姿は皆の誇りとなり、自分の可能性を信じ続ける源となり、

挑戦することのすばらしさを称えあう場が形成されていった。 これらのことから、

現代の学生の主体的行動へ発展する動機づけの文脈として、学生の自己概念の変

容・再構築が SAという場の特徴とどのように関連して成立するのかを具体的に示

すに至った。つまり、学内で働く経験を経て意識変革を果たした学生の態度変容は、

周辺学生を巻き込み、広く学生の意識変革を大学全体に拡張することが明らかにな

った。

以上をもって、本稿は、学生が組織学習から主体的に学ぶ行動習慣を育むと、自

ら態度変容のきっかけとなる場を創造することを明らかにし、高等教育機関におけ

る新たなキャリア形成の意味を提示した。

本論文は、ある私立大学で取り組まれている学生の就職等の支援を担う学生アドバイザ

ー (SA)組織の活動に注目し、学生がその組織に参加して仲間である学生に対して就職を

始め様々な支援活動を展開することを通じて、キャリアをどのように形成しているかを、

参加観察を通じて、主にキャリア・トランジション ・サイクル理論を拠り所にしつつ、実

証的に明らかにしようとするものである。

SAには時間給が与えられるものの、特別に選抜されて任命されているわけではない。基

本的には他の学生と同等の知識と経験しかもたない言わば普通の学生でしかない。大学は

SAの活動を詳細に規定しているわけではないので、 SAは支援のあり方を協議して、実行

策を具体化して取り組む乙とが求められており、学生による主体的で積極的な活動がなけ

れば、 SAは成果をあげることはできない。

論文では、このような SAの組織が、結果的に職業社会を直接に知り、自らの職業観を醸

成し、社会的生活能力というキャリアを形成する場になっており、そこで展開される学生

による創発的な学習がキャリア形成に大きな意味を持つことを明らかにしている。個人が

実際に組織で働く体験をし、それに付随する学習を繰返すことによって、働くことと社会
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論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨

経済への FDIの浸透度が低かったポーランド、③北欧諸国からのサービス業向け FDIを受入れた

エストニアとラトビアという類型化を行い、それぞれの地域の経済成長パターンの相違を説明する

ための基本的な枠組を提供しようと試みた。続く第 3章では、金融部門への FDIを通じて確立され

た中東欧・バルト 3国の外資主導型銀行制度の背景と特徴について検討した。 EU域内他国銀行に

よるリテール部門への現地化が決定的に進んでいる当該エリアにおいて外資主導型銀行制度が EU

統合の脈絡においていかなる独自性を有しているかについて考察している。

第4章では、 FDIを含めた資本流入パターン全体について考察を行い、①FDIが最も重要なシェ

アを一貫して示す中東欧 3カ国(スロパキア、チェコ、ポーランド)に対して、②ハンガリーではFDI

流入に続き 2003目06年の聞に「証券投資」の形態での資本流入が拡大した一方、③バルト 3国では

FDI流入に続き 2004年以降「その他投資Jが急激に拡大したを明らかにした。また、危機前の成

長期における銀行市場の展開を考察し、①中東欧 3カ国では信用膨張自体が(それゆえ外貨建て貸出

の拡大も)見られなかったこと、②ハンガリーでは外貨建て貸出が大きく拡大していたこと、③バル

ト3国では住宅市場のバブルと結びついた外貨建ての貸出の急増が観察されることを、それぞれ示

した。次に危機の発現形態、の相違に着目し、①中東欧 3カ国では西欧系の外資銀行が伝統的な資金

源泉である現地預金に依拠した貸出を行っていたため、信用膨張または外貨建て貸出の拡大が限定

的で、世界金融危機を安定的に乗り切ったこと、他方で③バルト 3国に展開した北欧系外資銀行は、

本国からの資金に過度に依存して外貨建て貸出を増大させた結果、危機下で現地貸出が減少し脆弱

性を露呈したこと、②ハンガリーにおいても、後者のパターンに近かったことを明らかにした。第

5章では、 fFDI主導型経済成長」に隠されていた「成長の歪み」が観察されたバルト 3固に焦点を

絞り、当該エリアにおいて金融・不動産に偏向した FDI流入から信用膨張と不動産市場のバブルま

での展開を促した主な要因を整理した上で、 2007年以降の急速な信用収縮について考察を行った。

最後の第 6章では、バルト 3国で信用膨張に対する適切な金融監督がEUレベルで実施されなか

った要因として、当時の EUの分権型の規制監督体制が有していた諸問題や、新たに EUに加わっ

たバルト 3国側の監督当局の未成熟等について検討し、 EUレベルでの金融規制・監督体制の一層

の強化やバルト 3国・北欧諸国の監督当局間の相互協力強化の動きについて論じている。

以上、本論文では、先行研究で示された EUの西欧諸国と移行経済諸国(中東欧・バルト 3国)と

の聞の「繁栄の構造」を支えた生産と金融の二つの柱、即ち FDIを通じて構築された fEU域内市

場志向的生産システム」と、金融FDIを通じて構築された「金融ネットワークJとの双方に同時に

着目することで、前者と後者との聞のウェイトの相違、および後者における「西欧銀行ネットワー

クJと「北欧銀行ネットワーク」との振舞いの相違が、当該エリアの成長と危機のパターンにヴァ

リエーションを与えたことを明らかにした。結果として、従来「中東欧」とひと括りに分析されて

きたエリアが内包していた、成長と危機の異なるパターンを示すことができた。

FDI主導型経済成長の諾パターンの中でも、 fEU域内市場志向的生産システム」の生産側のコア

に位置する中東欧 3カ国は、世界金融危機を安定的に乗り切った。従って、中東欧・バルト海諸国

において世界金融危機の打撃を受けたのは、 EU加盟を通じた fFDI主導型経済成長」それ自体で

はなく、 2000年代の前半に特定国・エリアに累積された各種の「成長の歪み」に他ならなかった。

金融・不動産に偏向したFDI流入、 FDIとの比較で他の形態の資本流入の増大、北欧銀行系の「金

融ネットワーク」がもたらした信用膨張一一これら全ては、 2007年までのバルト 3国の極めて高

い成長とその後の深刻な危機との双方を説明するものであることを本論文は示した。以上より、当

該エリアの FDI主導型経済成長にとって重要な諸条件が明らかにできたと考える。

本論文は、 2004年に EU(欧州連合)に加盟した中東欧・バルト 3国経済が 2000年代に経験した
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論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨

第 2章は、主として 1910年代を対象に、第 1次M&A運動期後において収益力の理論的位置づ

けがどのように変化したのかをみた。第 1次M&A運動で誕生した独占企業が設立前に期待された

収益を十分にあげることは実際には難しかった。 1910年代に株式会社化した企業は将来の収益力に

基づいて大量の証券を発行することは殆どなかった。そのため、収益力は M&A運動というブーム

の中で社会的な関心を集めたものの、価値評価基準としての支配的な位置にまでは発展しなかった。

第 3章は、 1920年代を対象とし、第 2次 M&A運動と株式ブーム期における収益力を取り上げ

た。第2次M&A運動の特徴の 1つは垂直的結合であり、企業の純利益に基づく企業価値の評価が

必要となった。株式ブームを受けて、株価を配当だけではなく内部留保を含めた純利益によって説

明する議論も登場した。そのような中で、企業の純利益を資本還元することで企業価値を評価する

考え方が登場した。この時期に収益力に基づく価値評価がより一般性をもつようになったといえる。

第4章は、大恐慌期を対象に、収益力がどのように考えられていたのかについて考察した。 1930

年代の普通株価の下落をみると、資産額や配当額よりも利益額との関係が強かった。改正破産法の

成立や再編成企業の社債補償などをみると、裁判所や公的な委員会においても次第に収益力をベー

スに企業価値が捉えられるようになった。収益力に基づく価値評価に関する議論も現れはじめた。

まさにこの時期に価値評価基準としての収益力が社会的ないし一般的に定着したといえよう。

第 5章は、大戦後から 1960年代までを対象に、収益力がその後さらにどう展開したのかについ

てみた。株価の上昇により株式利回りや株式益回りが債券利回りを下回る現象が生じた。第 3次

M&A運動において、企業が利益を高めるために企業を買収し、市場が収益力の上昇を期待してそ

のような企業の株価を高く評価することで、コングロマリット型 M&Aが進んだ。理論では企業価

値評価に関する議論が増え、資本構成を純利益との関係で論じるものもあった。営業利益を資本還

元することで企業価値を求める議論も登場した。収益力はますますその重要性を増すこととなった。

終章では、本論文の結論と意義について述べた。本論文の結論は以下の通りである。

まず、 20世紀前半の米国において、収益力に基づいて価値を評価する考え方が登場し定着したこ

とである。 19世紀末から 20世紀初頭にかけて、すでに収益力に基づいた価値評価の議論が存在し

ていた。しかし、 1907年恐慌以降の、独占企業の不振は、期待された収益力が実現しなかったこと

を意味した。 1920年代に入ると、第2次M&A運動や株式ブームの中で、改めて収益力を価値評価

の基準とみなすような動きが生じてきた。大恐慌期には、公的な立場においても収益力を重視しだ

す動きが現われた。大恐慌期のような経済がひどく停滞している時期においても、収益力は価値評

価の基準としての位置を失わず、それゆえ一般的にも定着したとみなすことができょう。

次に、収益力が意味する中身が変化したことである。収益力に対する考え方の変遷に伴い、超過

収益力から純利益、さらには営業利益へと変化した。超過収益力は、あくまでも独占を前提とした

企業の収益の一部に過ぎない。純利益になると、あらゆる企業が収益力に基づく企業価値評価の対

象となりうる。さらに、利子を含めた営業利益の資本還元へと、理論的に発展していった。

収益力で価値を評価することが当たり前の考えになってしまった現代では、極端にいえば、様々

なものの価値がそれらから得られると期待される収益に従って評価されることになる。いうなれば、

収益力という将来の不確かなものに基づいて金融取引を行なうことこそが金融の最も重要な問題の

1つであろう。本論文は 20世前半の米国を対象とすることで、企業の収益力を資本還元の対象と

していく段階を捉えることができた。

企業合併買収運動や証券化等の現象において、価値評価の基準としてキャッシュフローが重要な役

割を果たすことがある。本論文は、価値評価のオリジナルなアイデアである収益力に注目し、 20世紀

前半の米国における主要な論者の議論を企業の合併財務や公益事業会社の証券発行といった現実と対
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